
和歌山市 認定こども園
設置・運営モデル（手引）

令和３年11月

※掲載内容は、発行時の制度によるもので、今後、制度改正等
により変更する場合があります。

1



目 次

• はじめに

１）認定こども園の概要

Ⅰ 認定こども園の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

Ⅱ 認定こども園とは？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

Ⅲ 対象となる子ども・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６

Ⅳ 利用のしくみ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

Ⅴ 認定こども園の類型・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

２）認可・認定手続きの流れ

Ⅰ 施設の整備・新規の認可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

Ⅱ 認可・認定変更の手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

Ⅲ 認定こども園の休廃止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

Ⅳ 認定こども園の改善命令・事業停止・設置認可の取消し・・・・・・・・・１９

３）幼保連携型認定こども園

Ⅰ 職員配置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０

Ⅱ 設備基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７

４）保育所型認定こども園および幼稚園型認定こども園

Ⅰ 職員配置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１

Ⅱ 設備基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５
2



５）運営について

Ⅰ 保育・教育の提供日について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６

Ⅱ 利用等の手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６

Ⅲ 教育・保育内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９

Ⅳ 学級編成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０

Ⅴ 子育て支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１

Ⅵ 食事の提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２

Ⅶ 健康管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５

Ⅷ 給付費・補助金について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７

Ⅸ その他の運営について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８

６）和歌山市独自の基準について

Ⅰ 人権擁護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０

Ⅱ 非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１

Ⅲ 安全管理対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５２

Ⅳ 食育の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３

3



はじめに

本手引きは、既存の保育所等が認定こども園への移行を検討する際に参考とできるよう、
認定こども園の概要や必要基準について見やすく整理したものです。

❶ 認定こども園の概要

Ⅰ 認定こども園の目的

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育
並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな
成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心身の発達を助長するとともに、保護者に
対する子育ての支援を行います。
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《保育園》
＊幼児教育
＊０歳～就学前の子どもの保育
を必要とする子ども
（２号・３号）

《幼稚園》

＊幼児教育
＊満３歳～就学前の子ども
（１号）

《認定こども園》

Ⅱ 認定こども園とは

教育･保育を一体的に行う施設で､いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っている施設
です。

就学前の子どもに幼児
教育・保育を提供

保護者が働いている、
いないにかかわらず受
け入れて、教育・保育

を一体的に実施

地域における
子育て支援

すべての子育て家庭を
対象に、子育て不安に
対応した相談活動や、
親子の集いの場の提供
などを実施

機能付加 機能付加
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Ⅲ 対象となる子ども

認定こども園の対象となる子どもは、それぞれ以下のとおりです。

１号認定子ども ２号認定子ども ３号認定子ども

年齢区分 満３歳～
小学校就学前

満３歳～
小学校就学前

満３歳未満

保育の必要性
（＊１）

－ ○ ○

保育必要量
（＊２）

－
・保育標準時間(１日最大１１時間）
・保育短時間（１日最大８時間）

（＊１）保護者の労働又は疾病その他事情によるものなど、和歌山市が定める基準に基づいて
判定されます。

（＊２）通常の保育料のみの負担で利用できる最大の時間数であり、実際の利用時間について
は、各施設等で設定します。
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Ⅳ 利用のしくみ
【１号認定こどもの場合】

利用者

認定こども園 保育こども園課
（和歌山市）

①利用申込

②教育・保育給付認定申請

③教育・保育給付認定

⑤契約報告

④重要事項説明・契約

①利用申込
各施設において、保護者からの利用申込みの受付を行います。受付方法については、各園に

て決定することになりますが、一般的には入園願書の提出を受け付けます。
保護者からの利用申込みがあった場合は、正当な理由がなければ拒んではなりません。利用

定員を上回る申込みがあった場合は、あらかじめ各園の運営規程(園則）において定めた方法
（先着順、抽選等）により選考を行うこととしてください。
なお、この時点では、保護者が教育・保育給付認定を受けていませんので、正式な入園決定

ではなく、入園内定ということになります。
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④重要事項説明、契約
教育・保育給付認定を受けた保護者と各施設は、施設利用についての契約を結びます。各施

設はあらかじめ、運営規程の概要等、施設の選択に資すると認められる重要事項を記した文書
を交付して説明を行い、利用の開始について保護者の同意を得てください。

②教育・保育給付認定申請
利用申込みがあった子どもの入園が内定したら、内定した子どもの教育・保育給付認定を保

育こども園課に申請します

③教育・保育給付認定
保育こども園課は、提出された申請書の内容に基づき教育・保育給付認定を行い、支給認定

証を交付します。支給認定証は、各施設から保護者に配布してください。

⑤契約報告
保護者と契約に至った場合は、各施設は保育こども園課に対して契約の報告を行います。こ

の契約の報告によって、各施設への給付費の支払いが可能となりますので、和歌山市が定めた
報告期限までに報告してください。なお、和歌山市から提示を求める場合がありますので、契
約書は厳重に保管してください。
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①利用申込
保護者から保育こども園課に教育・保育給付認定の申請を行います。

【２号認定子ども及び３号認定子どもの場合】

利用者

認定こども園 保育こども園課
（和歌山市）

①利用申込
②教育・保育給付認定
及び利用調整結果通知

⑤契約報告

④重要事項
説明・契約

③利用内定者
の連絡

②教育・保育給付認定申請・③利用内定者の連絡（利用調整）
保育こども園課は、申請に基づき保育が必要であるか、また保育の必要量について審査を

行ったうえで、支給認定証を交付します。
教育・保育給付認定を受けた保護者の児童がどの施設を利用するかについては、保育こども

園課で利用調整を行います。保育の必要度の高い順に受け入れることが求められているため、
和歌山市の利用調整に対しては、協力義務が課せられています。
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④重要事項説明、契約
教育・保育給付認定を受け、利用内定した保護者と各施設は、施設利用についての契約を結

びます。各施設はあらかじめ、運営規程の概要等、施設の選択に資すると認められる重要事項
を記した文書を交付して説明を行い、利用の開始について保護者の同意を得てください。

⑤契約報告
保護者と契約に至った場合は、各施設は保育こども園課に対して契約の報告を行います。こ

の契約の報告によって、各施設への給付費の支払いが可能となりますので、和歌山市が定めた
報告期限までに報告してください。なお、和歌山市から提示を求める場合がありますので、契
約書は厳重に保管してください。

【利用者負担額（保育料）について】

給付費 利用者負担額

公定価格

利用者負担額（保育料）については、施設を利用する児童と生計を同一にする父母（又は祖
父母等）の市町村民税額の合計額を基に、和歌山市で決定します。利用者負担額（保育料）に
ついては各施設において利用者から直接徴収してください。
また、６月における市町村民税額の決定を受けて、利用者負担額（保育料）の再判定を行い

ます。毎年９月が利用者負担額の切り替え時期です。
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幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

根拠法 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認
定こども園法）

認可・設定主体 和歌山市 和歌山市 和歌山市 和歌山市

設置主体 学校法人及び
社会福祉法人（＊１）

学校法人
（＊１）

制限なし

定
員
設
定

１号 △（＊２） ○ ○ ○

２号 ○ ○ ○ ○

３号 △（＊２） △（＊２） △（＊３） △（＊２）

既存園の廃止 必要 不要 不要 不要

建築基準法上の
確認申請

必要（＊４） 不要 不要 不要

Ⅴ 認定こども園の類型
①認定こども園４類型
認定こども園は次の４類型になります。
それぞれの詳細な認可基準については、２０ページ以降を参照ください。

（＊１）現在、幼稚園を運営する法人に対して、学校教育法附則６条の経過措置あり
（＊２）定員を設定しないことも可能
（＊３）年度当初時点で、２号のみの認可定員の場合、３号の認可定員を設定しないことも可
（＊４）幼保連携型認定こども園の新設ないし幼稚園からの移行の際に必要。既存施設を活用した保育

所からの移行では不要。 11



②各類型について
（ア）幼保連携型認定こども園

【概要】
認定こども園法により定められた、学校・児童福祉施設の双方の位置づけを有する

単一の施設です。一体的な運営を行うことにより、幼児期の教育・保育を一体的に提
供し、認定こども園としての機能を果たします。認可主体は和歌山市であり、既存園
を廃止する必要があります。

【設置主体】
現在、和歌山市内で認定こども園（類型を問わず）、幼稚園又は保育所を運営して

いる学校法人及び社会福祉法人が設置可能法人です。また、平成２７年４月１日より
以前に幼稚園の設置運営法人として認可されている宗教法人及び個人も含みます（学
校教育法附則６条園の経過措置）。
ただし、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律」（平成１８年法律第７７号）第１７条第２項各号の規定に該当する場合は、認定
こども園に移行することはできませんので、ご注意ください。

【建築基準法上の取り扱い】
増設や改修等の整備を行って幼保連携型認定こども園を設置する場合、又は幼稚園

からの移行の場合（床面積の合計が１００㎡を超える場合）、確認申請が必要です。
保育所が既存施設を活用して幼保連携型認定こども園に移行する場合には、確認申請
は不要です。

【概要】
２号定員の設定が必須となります。
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（イ）幼稚園型認定こども園

【概要】
学校教育法に定められた学校と位置づけられており、具体的には、認可幼稚園が保

育を必要とする子どものための保育時間を確保するなど、保育所的な機能を備えて、
認定こども園としての機能を果たします。認定主体は和歌山市であり、既存園を廃止
する必要はありません。

【設置主体】
設置主体は学校法人ですが、現在、幼稚園として認可されている宗教法人及び個人

も設置することが可能です。既存園を廃止する必要はありません。
ただし、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律」（平成１８年法律第７７号）第３条第５項第４号の規定に該当する場合は、認定
こども園に移行することはできませんので、ご注意ください。

【建築基準法上の取り扱い】
確認申請は不要です。

【概要】
１号及び２号定員の設定が必須となります。
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（ウ）保育所型認定こども園

【概要】
児童福祉法に定められた児童福祉施設と位置づけられており、具体的には、認可保

育所が保育を必要とする子ども以外の子どもを受け入れるなど、幼稚園的な機能を備
えて、認定こども園としての機能を果たします。認定主体は和歌山市であり、既存園
を廃止する必要はありません。

【設置主体】
法人格を有するものであれば、設置することが可能です。既存園を廃止する必要は

ありません。
ただし、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律」（平成１８年法律第７７号）第３条第５項第４号の規定に該当する場合は、認定
こども園に移行することはできませんので、ご注意ください。

【建築基準法上の取り扱い】
確認申請は不要です。

【概要】
１号及び２号定員の設定が必須となります。
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③定員について

（ア）概要
定員には、認可（認定）定員と利用定員があります。

（＊１）利用定員の範囲内での入所が原則。入所児童数が利用定員を恒常的に上回る場合、減額措
置あり。

認可（認定）定員 利用定員

概要 ・認可（認定）基準に基づ
いて設定される定員
・施設の受入れ可能定員

・認可（認定）定員の範囲内で設定
される定員
・実際の受入れ定員

公定価格との関係 × ○（定員区分）

定員を超えた入所 △ △（＊１）

（イ）認可（認定）定員の設定
認可（認定）定員とは、認定こども園法等に基づいて設定される定員です。基本的

には「施設の受入れ可能定員」です。

・認可定員は１号・２号・３号それぞれの各年齢別に設定してください。

・０歳≦１歳≦２歳≦３歳≦４歳≦５歳となるように定員設定を行ってください。
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（ウ）利用定員の設定
利用定員とは、実際の受入れ定員です。利用実績や今後の利用見込を踏まえて設定

します。なお、給付費（委託費）の単価水準は、利用定員に基づき算出されます。

【幼稚園からの移行の場合】
１号の認可（認定）定員を減少させて２号の認可（認定）定員の設定を行うに

は、事前に和歌山県と協議が必要です。

【保育所からの移行の場合】
２号・３号の認可（認定）定員とは別に、１号の認可（認定）定員の設定を

行ってください。２号・３号の定員を減少させての１号定員の設定は原則認めら
れません。

・利用定員は認可（認定）定員と同数を基本とします。

・利用定員は、１号・２号・３号それぞれの各年齢別に設定してください。ただ
し、保育標準時間・短時間ごとの区分設定は設けません。

・利用定員の変更を希望する場合は、認可（認定）定員を上限とし、施設・事業者
からの申請により、和歌山市が確認により設定します。

・新設の施設や施設種別の変更（幼稚園から幼保連携型認定こども園など）及び
増築を行った施設の利用定員は実際の利用児童数をもとに設定します。
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❷ 認可・認定手続きの流れ

Ⅰ 施設の整備

保育所整備補助金等の予算に応じた募集枠を設定し、現在、幼稚園、保育所や認定こども
園を運営している法人に対して募集を行います。詳しくは、子育て支援課にお問い合わせく
ださい。

募 集

審査・選考

決 定

補助金申請

募集時期、募集内容については、各法人に別途案内を送
付します。

提出いただきました事業計画書などにより、審査、選考
します。

審査会において決定します。
（ただし、最終決定は、市の予算、国等の補助金決定
が条件となります。）

17

施設整備補助金の対象となる場合は、補助金交付申請
をしていただきます。詳しくは担当課と相談ください。



補助金交付決定

入札・工事着工

竣工・現地確認

補助金交付申請書類を審査のうえ、補助金交付決定を行
います。

補助金の対象となる場合、工事業者を入札で決定して
いただく必要があります。また、その工事業者との契
約については、補助金の交付決定後となります。

工事完了後、和歌山市、和歌山県が現地確認を実施しま
す。

18

認可・

確認の審査

認可・認定

設置認可（認定）申請及び確認申請を提出していただ
き、認可（認定）・確認に向けて子ども・子育て会議
（審議会等）で審査します。

審査の結果、適格となれば、和歌山市から設置認可書
（設置認定書）を発行します。

新規の認可

現在、幼稚園、保育所や認定こども園を運営している法人に対して募集を行います。詳
しくは、保育こども園課にお問い合わせください。



Ⅱ 認可・認定変更の手続き

認可（認定）内容の変更を行う場合は、あらかじめ協議いただくものと、変更後に届けて
いただくものがあります。認可（認定）内容を変更する場合は、担当課までご相談ください。

Ⅲ 認定こども園の休廃止

認定こども園の休止及び廃止を行う場合は、遅くとも休止及び廃止を行う日の１年前まで
に設置者は、その時期や入所児童の処遇について、認定こども園の設置がある和歌山市と協
議し、合意を得ていただく必要があります。また社会福祉法人については所轄庁と、学校法
人については和歌山県とも協議していただく必要があります。

Ⅳ 認定こども園の改善命令・業務停止・設置認可の取消し

（１）改善命令等
和歌山市から設置認可（認定）・確認を受けた認定こども園の設備又は運営が、認定こ

ども園の学級編成、職員、設備及び運営に関する基準等の関係法令が規定する水準に達し
ない場合には、設置者に対して期限を定めて必要な改善を勧告する事があります。さらに
設置者がその勧告に従わず、かつ、児童の福祉に有害であると認められるときは、期限を
定めて改善を命令することがあります。

（２）事業の停止
和歌山市は、設置者が改善命令に従わない時、外部有識者等の意見を聴き、設置者に対

してその認定こども園の事業の停止を命ずることがあります。
（３）設置認可（認定）の取消し

和歌山市は、設置者が改善命令や事業停止命令に従わず、違反したときは、認可（認
定）・確認の取消しを行うことがあります。 19



❸ 幼保連携型認定こども園

Ⅰ 職員配置
（ア）一覧（◎＝必ず置く、○＝置くように努める、△＝置くことができる）

基準 職種 資格要件 職務内容

管理職 ◎ 園長 ・教諭の専修免許状又は一
種免許状
・保育士資格及び登録
・教育職又は児童福祉に関
する職に５年以上の経験

・園務をつかさどり、所属職員を
監督する。

○ 副園長 園長に同じ ・園長を助け、命を受けて園務を
つかさどる。
・園長に事故があるときはその職
務を代理する。

教頭 ・園長及び副園長を助け、園務を
整理し、並びに必要に応じ園児の
教育及び保育をつかさどる。
・園長及び副園長に事故があると
きは、その職務を代理する。

20



基準 職種 資格要件 職務内容

保育教諭 ○ 主幹
保育教諭

以下の２つを併有
・幼稚園教諭の普通免許状
・保育士資格及び登録

・園長（副園長、教頭含む）を助
け、命を受けて園務の一部を整理
し、並びに園児の教育及び保育を
つかさどる。

指導
保育教諭

・園児の教育及び保育をつかさど
り、並びに保育教諭その他職員に
対して、教育及び保育の改善及び
充実のために必要な指導及び助言
を行う。

◎ 保育教諭 ・園児の教育及び保育をつかさど
る。

△ 助保育教諭 以下の２つを併有
・幼稚園の助教諭の普通免
許又は臨時免許状
・保育士資格及び登録
・講師は保育教諭に準ずる
職務に従事するものに限る

・保育教諭の職務を助ける。

講師 ・保育教諭又は助保育教諭に準ず
る職務に従事する。
・常時勤務に服しないことができ
る。

調理員 ◎＊１ 調理員 ー ・調理業務をつかさどる。

学校医 ◎ 学校医 医師免許 ・医療行為及び保健衛生に関する
業務。
・入所時健康診断。
・年２回以上の定期健康診断。

21



基準 職種 資格要件 職務内容

学校歯科医 ◎ 学校歯科医 歯科医師免許 ・医療行為及び保健衛生に関す
る業務。
・年１回以上の定期歯科検診。

学校薬剤師 ◎ 学校薬剤師 薬剤師免許 ・薬品等の管理及び保健衛生に
関する業務。

養護教諭 ○ 主幹
養護教諭

養護教諭の普通免許状 ・園長を助け、命を受けて園務
の一部を整理し、及び満３歳以
上の園児の養護をつかさどる。

養護教諭 ・満３歳以上の園児の養護をつ
かさどる。

養護助教諭 養護教諭の臨時免許状 ・養護教諭の職務を助ける。

栄養教諭 △ 主幹
栄養教諭

栄養教諭の普通免許状 ・園長を助け、命を受けて園務
の一部を整理し、並びに園児の
栄養の指導及び管理をつかさど
る。

栄養教諭 栄養教諭の普通免許状 ・園児の栄養の指導及び管理を
つかさどる。

事務 ◎＊２ 事務職員 ー ・事務に従事する。

（＊１）調理業務の全部を委託する等の場合、配置は不要です。
（＊２）園長等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合、配置は不要です。 22



（イ）配置基準及び資格要件

【配置基準】
１人必要です。

【職員の資格】
以下の全てを満たす必要があります。
①教諭の専修免許状又は一種免許状を有する
②保育士資格を有し、保育士の登録を受けている
③教育又は児童福祉に関する職に５年以上就いている

③について、詳しくは「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律施行規則」（平成１８年内閣府／文部科学省／厚生労働省令第２
号）第１２条各号を参照してください。
ただし、幼保連携型認定こども園の運営上、特に必要がある場合には、当該施設

を適切に管理及び運営する能力を有する者であって、資格及び経験を有する者と同
等の資質を有すると認める者を園長として任命し、又は採用することができる。

《園長》

《保育教諭》
年齢 配置基準

０歳児 児童３人につき１人

１・２歳児 児童６人につき１人

３歳児 児童２０人につき１人

４・５歳児 児童３０人につき１人 23

【配置基準】



＊保育に従事する職員の数は、常時２人を下回ってはなりません。
＊各年齢の児童数を年齢別配置基準数で除し、小数点２位以下を切り捨て、各々を合計し、
小数点以下を四捨五入した人数が必要です。

＊短時間勤務の職員を充てる場合、短時間勤務職員の１カ月の勤務時間数の合計を常勤職員
の１カ月の勤務時間数で割った数（小数点以下、四捨五入）を常勤職員数に換算してくだ
さい。

＊満３歳以上の子どもについては学級を編成し、学級担任専任の保育教諭を各学級に１人以
上必ず置く必要があります。

＊２号及び３号の利用定員が９０人以下の施設について１人を加配する必要があります。
＊保育標準時間認定（１１時間）を受けた子どもが利用する施設について１人を加配する必
要があります。

＊主幹保育教諭等を専任化させるための代替保育教諭等を２人（うち１人は非常勤講師等で
も可）加配する必要があります。

【職員の資格】
以下の全てを満たす必要があります。
①幼稚園教諭の普通免許状（専修、一種、二種）
（助保育教諭及び講師については臨時免許状で可）

②保育士資格を有し、保育士の登録を受けている

上記に該当しない場合であっても、認定こども園法施行日（平成２７年４月１日）
から起算して１０年間に限り、①②どちらかの免許又は資格を有しているものについ
ては、取得していないものの取得に努めることを前提として、保育教諭として従事で
きるものとします。
ただし、学級を担任する者については幼稚園教諭の普通免許状又は臨時免許状を有

する者が、満３歳未満の子どもの保育に直接従事する者については保育士資格を有す
る者が就くことが望ましい。

24



【学級担任について】
原則として、学級担任は保育教諭が専任します。ただし、特別の事情があるとき

は、保育教諭等は専任の副園長若しくは教頭が兼ね、又は当該園の学級数の１/３
の範囲内で、専任の助保育教諭若しくは講師でも可とします。

【配置基準】

《調理員》

保育認定子どもに係る利用定員 配置人員

４０人以下 １人

４１人以上１５０人以下 ２人

１５１人以上 ３人（うち１人は非常勤）

＊給食は、こども園内の調理室で調理する必要があります。自園において調理業務の全部を委託
する等の場合は、調理員を配置しなくても差し支えありません。

【職員の資格】
特になし。

【配置基準】
常勤である必要はありませんが、それぞれ１人ずつ配置が必要です。

《学校医、学校歯科医、学校薬剤師》

【職員の資格】
学校医については医師免許が、学校歯科医については歯科医師免許が、学校薬剤

師については薬剤師免許が必要です。

25



（ウ）配置することが望ましい職員について
以下の職員については置くように努めてください。
○副園長又は教頭
○主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭
○事務職員・・・園長等が兼務する場合、配置は不要ですが、専任者がいる方が望ま

しい。

（エ）保健師・看護師・准看護師の取り扱いについて
乳児４人以上が利用する幼保連携型認定こども園に勤務する保健師、看護師又は准

看護師を、１人に限って保育士とみなすことができるものとし、認定こども園法施行
日から起算して１０年間に限っては、保育教諭又は講師として園児の保育に従事する
ことができるものとします。ただし、学級を担任することはできません。

Ⅱ 設備基準
次ページ以降の表を参照してください。
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基準 移行特例

幼稚園から 保育所から

園舎及び園庭の位置 ○同一敷地内に又は隣接する位置に設けることを原則とする － －

建物の構造 ○２階建以下を原則とする
○２方向の出入口を確保すること
○保育室等を２階以上に設置する場合、次の要件を満たすこと

・ただし、階数については、災害時の避難や救出に支障のない程度とすること
・詳細については、以下を参照すること
（１）２階建の場合･･･幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び運営

に関する基準第13条において読み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運営に
関する基準第３２条第８号イ、ロ及びへの要件を満たすこと

（２）３階建以上の場合･･･幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、設備及び
運営に関する基準第13条において読み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運
営に関する基準第３２条第８号ロからチまでの要件を満たすこと

○同一所在場所
で当該幼稚園の
設備を用いる場
合、以下の基準
を満たすことが
必要。
・保育室等が１
階にない場合、
園舎が耐火建築
物で、園児の退
避上必要な設備
を備えること

○同一所在場所
で当該保育所の
設備を用いる場
合、以下の基準
を満たすことが
必要。
・保育室等が１
階にない場合、
児童福祉施設の
設備及び運営に
関する基準を満
たすこと

保育室等の位置 ○１階を原則とする
○３階以上の階に設ける場合、原則として、満３歳未満の園児の保育室とすること

ただし、次の要件（屋上を園庭とみなすことができる条件に同じ）を満たすとき
は、満３歳以上の園児の保育室等を３階以上に設置することができる
（１）耐火建築物であること
（２）教育・保育が、効果的に実施できるような環境とするよう配慮すること
（３）屋上（屋上と同一階を含む）に、便所・水飲み場等を設けること
（４）避難用階段、防火戸、転落防止の金網、警報設備の設置等、防災上の観点

（※）に留意すること
（５）地上の園庭と同様の環境が確保されているとともに、園児が室内と戸外（屋

上）の環境を結びつけて、自ら多様な遊びが展開できるよう、園児自らの意思
で屋上と行き来できること

（６）保育室と同じ階又は保育室がある階数の上下１階の範囲内に屋上が位置して
いること

○同一所在場所
で当該幼稚園の
設備を用いる場
合、以下の基準
で可。
・保育室等が１
階にない場合、
園舎が耐火建築
物で、園児の退
避上必要な設備
を備えること

○同一所在場所
で当該保育所の
設備を用いる場
合、以下の基準
で可。
・保育室等が１
階にない場合、
児童福祉施設の
設備及び運営に
関する基準を満
たすこと

２階建て ３階建て ４階建て以上

建物構造 耐火建築物 耐火建築物 耐火建築物

階段など
（それぞれ１
つ以上設置）

常
用

屋内階段
屋外階段

屋内（避難）階段
屋外階段

屋内（避難）階段
屋外（避難）階段

避
難
用

屋外階段
屋外傾斜路等
屋内（避難）階段
バルコニー

屋外階段
屋外傾斜路等
屋内（避難）階段

屋外（避難）階段
屋外傾斜路
屋内（避難）階段

27
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基準 移行特例

幼稚園から 保育所から

設備 ○以下の設備が必要

○乳児室、ほふく室、沐浴設備、調乳設備については、満２歳未満のこどもを入
所させる場合において必要。
○保育室の面積は、有効面積（内法面積から造付け・固定造作物を除いた面積）
で算出すること。
○次の設備を備えるように努めること
・放送聴取設備
・映写設備
・水遊び場
・園児清浄用設備
・図書室
・会議室

○学級数及び園児数に応じ、教育上及び保育上、保健衛生上並びに安全上必要な
種類及び数の園具及び教具を備え、常に改善し、補充しなければならない

－ －

幼保連携型認定こども園 設備基準

面積（児童１
人につき）

ほ
ふ
く
室

乳
児
室

０歳児 １．６５㎡

１歳児 ３．３㎡

保
育
室
・遊
戯
室

２歳児 １．９８㎡

３歳児

４歳児

５歳児

保育室以外の部屋

職員室、沐浴設備（乳児便所兼用）、調乳設
備、保健室（職員室と兼用は可）、調理室、便
所、飲料水用設備、手洗い及び足洗い用設
備

その他
採光・換気が良好であること
便所については、定員及び年齢に見合う設備、
個数を備えること
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基準 移行特例

幼稚園から 保育所から

園舎の面積 ○次のア、イに掲げる面積を合算した面積以上が必要。
ア 満３歳未満の保育室を除いた総面積（廊下等も含む。）

※学級数＝３～５歳児の保育室数

イ 満３歳未満の保育室

①“乳児室”
１．６５㎡ × 満２歳未満の園児のうちほふくしないものの数

②“ほふく室”
３．３㎡ × 満２歳未満の園児のうちほふくするものの数

③“保育室又は遊戯室”
１．９８㎡ × 満２歳の園児数

－

○同一所在場所で当該保
育所の設備を用いる場合、
以下の基準で可。
・園舎の面積は、保育所
基準により算出した面積

園庭の面積 ○次のア、イに掲げる面積を合算した面積以上が必要。
ア 次に掲げる面積のうち、いずれか大きい面積
ａ．次の面積

※学級数＝３～５歳児の保育室数

ｂ．３．３㎡ × 満３歳以上の園児数

イ ３．３㎡ × 満２歳以上満３歳未満の園児数

○同一所在場所で当該幼稚園の設
備を用いる場合、以下の基準で可。
・下記面積＋３．３㎡×満２歳以
上満３歳未満の園児数で算出した
面積以上
【２学級以下】
３３０㎡＋３０㎡×（学級数－
１）
【３学級以上】
４００㎡＋８０㎡×（学級数－
３）

○同一所在場所で当該保
育所の設備を用いる場合、
以下の基準で可。
・３．３㎡×満２歳以上
の園児数で算出した面積
以上

幼保連携型認定こども園 設備基準

学級数 面積（㎡）

１学級 １８０

２学級以上 ３２０＋１００×（学級数ー２）

学級数 面積（㎡）

２学級以下 ３３０+３０×（学級数－１）

３学級以上 ４００＋８０×（学級数－３）
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基準 移行特例

屋上園庭の面積算入 次の要件を全て満たす場合、屋上を面積算入することができる。
①耐火建築物であること
②幼保連携型認定こども園教育・保育要領に示された教育及び保
育の内容が、効果的に実施できるような環境とするように配慮す
ること
③屋上（屋上と同一階を含む。）に、便所・水飲み場等を設ける
こと
④避難用階段、防火戸、転落防止の金網、警報設備の設置等、防
災上の観点（※）に留意すること
⑤地上の園庭と同様の環境が確保されているとともに、園児が室
内と戸外（屋上）の環境を結びつけて、自ら多様な遊びが展開で
きるよう、園児自らの意思で屋上（保育室と同じ階又は保育室が
ある階数の上下１階の範囲内に位置するものに限る。）と行き来
できると認められること

○同一所在場所で当該施設の設備を用いる場合、以下の基準で可。
・満２歳の園児にかかる園庭の必要面積に限り、左記①～④の要件を満たす
場合、屋上の面積を算入することができる

２歳児の園庭の代替地
算入（３歳児以上は不
可）

（園庭は同一敷地内又は隣接地にあることが原則）
○同一所在場所で当該施設の設備を用いる場合、当分の間、以下の基準で可。
なお、この場合、満３歳以上の園児の教育及び保育に支障がないようにしな
ければならない。
（１）園児が安全に移動できる場所
・移動において通行する道路にガードレール及び歩道その他通行の安全を

確保する設備が設置されていること
・当該園庭の周囲がフェンス等により囲われていること
・当該園庭の入口にこどもの飛出し等の防止措置があること
・当該園庭内に危険物及び危険個所がないこと
・緊急時の連絡体制が整っていること

（２）園児が安全に利用できる場所
（３）園児が日常的に利用できる場所
・保育所からの距離が日常的に幼児が使用できる程度で、移動に当たって

安全が確保されていること
・所有権を有する者が地方公共団体又は公共団体の他、地域の実情に応じ

て信用力の高い主体等保育所による安定的かつ継続的な使用が確保されると
認められる主体であること
（４）教育及び保育の適切な提供が可能な場所
・園児にとって日常的に負担にならない程度で移動が可能であり、かつ共

通利用時間を確保するのに支障とならないものであること
・運動会等の行事に当たって、すべての園児の一斉の活動が可能であるこ

と

幼保連携型認定こども園 設備基準

（※）防災上の観点とは、以下をさす。
①耐火建築物であり、職員、消防機関等による救出に際して支障のない程度の階数の屋上であること
②屋上から地上又は、避難階に直通する避難用階段が設けられていること
③屋上への出入口の扉は、特定防火設備に該当する防火戸であること
④油その他引火性の強いものを置かないこと
⑤地上の周囲には、金網ネットを設けるものとし、その構造は上部を内側にわん曲させる等乳幼児の転落防止に適したものとすること
⑥警報設備は屋上に通ずるものとし、屋上から非常を知らせる設備についても配慮すること
⑦消防機関との連絡を密にし、防災計画等について指導を受けること
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❹幼稚園型認定こども園
・保育所型認定こども園

Ⅰ 職員配置
（ア）一覧（◎＝必ず置く、○＝置くように努める）

基準 職種 資格要件 職務内容

◎ 園長 ・教育及び保育並びに子育て
支援を提供する認定こども園
の機能を総合的に発揮させる
よう、管理及び運営を行う能
力を有する者

・園務をつかさどり、所属職員を
監督する

◎ 教育・保育に
携わる職員

・幼稚園教諭の普通免許状
・保育士資格

・園児の教育及び保育をつかさど
る

◎（＊１） 調理員 ー ・調理業務をつかさどる

◎ 学校医 医師免許 ・医療行為及び保健衛生に関する
業務
・入所時健康診断
・年度途中の定期健康診断

◎ 学校歯科医 歯科医師免許 ・医療行為及び保健衛生に関する
業務
・年１回以上の定期歯科検診

◎（＊２） 学校薬剤師 薬剤師免許 ・薬品等の管理及び保健衛生に関
する業務

◎（＊３） 事務職員 ー ・事務に従事する
31



（イ）配置基準及び資格要件

【配置基準】
１人必要です。

【職員の資格】
教育及び保育並びに子育て支援を提供する認定こども園の機能を総合的に発揮

させるよう、管理及び運営を行う能力を有する必要があります。

《園長》

（＊１）調理業務の全部を委託する場合、配置は不要です。
（＊２）幼稚園型認定こども園において必置ですが、保育所型認定こども園においては不要です。
（＊３）園長等の職員がそれぞれ兼務する場合又は業務委託する場合、配置は不要です。
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【配置基準】

《教育・保育に携わる職員》

年齢 配置基準

０歳児 児童３人につき１人

１・２歳児 児童６人につき１人

３歳児 児童２０人につき１人

４・５歳児 児童３０人につき１人

＊常時２人を下回ってはなりません。
＊各年齢の児童数を年齢別配置基準で除し、小数点第２位以下を切り捨て、各々を合計し、小数
点以下を四捨五入した人数が必要です。



＊短時間勤務の職員を充てる場合、短時間勤務職員の１カ月の勤務時間の合計を常勤職員の１カ
月の勤務時間数で割った数（小数点以下、四捨五入）としてください。

＊学級担任専任の職員を各学級に１人以上必ず置いてください。
＊２号及び３号の利用定員が９０人以下の施設について１人を加配してください。
＊保育標準時間認定（１１時間）をうけた子どもが利用する施設について１人を加配してくださ
い。

*主幹教諭等を専任化させるための代替保育教諭等を２人加配してください。

【配置基準】
必要な資格

満３歳未満 保育士資格

満３歳以上 幼稚園教諭の免許状又は保育士資格 ＊

＊幼稚園教諭と保育士資格を併有していない者については、意欲・適正・能力等を考慮して適当
と認められる者である必要があり、かつ併有に向けた努力を行う必要があります。
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【保育所型認定こども園における学級担任について】
原則として、学級担任は幼稚園教諭の免許状を有する者である必要があります。

ただし、それが困難であるときは、保育士資格を有する者のうち、意欲・適正・能
力等を考慮して適当と認められる者であって、幼稚園教諭の免許状の取得に向けた
努力を行っている者でも可とします。

【幼稚園型認定こども園における満３歳児以上の保育時間について】
原則として、保育に直接従事する者は、保育士資格を有する者である必要があり

ます。ただし、満３歳以上児において、それが困難であるときは、幼稚園教諭の免
許状を有する者のうち、意欲・適正・能力等を考慮して適当と認められる者であっ
て、保育士資格の取得に向けた努力を行っている者でも可とします。
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【配置基準】

《調理員》

利用定員 配置人員

４０人以下 １人

４１人以上１５０人以下 ２人

１５１人以上 ３人（うち１人は非常勤）

＊給食は、保育所内の調理室で調理する必要があります。自園において調理業務の全部を委託す
る場合は、調理員を配置しなくても差し支えありません。

【職員の資格】
特になし。

【配置基準】
常勤である必要はありませんが、それぞれ１人ずつ配置が必要です。ただし、学

校薬剤師については、幼稚園型認定こども園において必置であり、保育所型認定こ
ども園においては必置ではありません。

《学校医、学校歯科医、学校薬剤師》

【職員の資格】
学校医については医師免許が、学校歯科医については歯科医師免許が、学校薬剤

師については薬剤師免許が必要です。

【配置基準】
園長等の職員がそれぞれ兼務する場合又は業務委託する場合、配置は不要です。

《事務職員》

【職員の資格】
特になし。
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Ⅱ 設備基準

幼稚園型認定こども園の設備基準は幼稚園と、保育所型認定こども園の設備基準は保育所
とそれぞれ概ね同じです。ただし、新たに建物を設置する場合や幼稚園型認定こども園に
おいて３号認定こどもの定員設定を行う場合の設備条件は幼保連携型認定こども園に倣いま
すのでご注意ください。



❺運営について
Ⅰ 保育・教育の提供日について

１号 ２号 ３号

開園日 日曜日・国民の祝日及び休日を除いた日

開園時間 １１時間以上を原則とする（＊１）

保育・教育時間 ・教育週数＝３９週を下ってはならない（＊２）
・教育標準時間（４時間）（＋一時預かり〔幼稚園型〕）
・保育標準時間（１１時間）又は保育短時間（８時間）（＋延長保育）

（＊１）１号認定子どもだけとなった場合はこの限りではありませんが、保育を必要とする子ども
がいる場合は、必ず保育を提供していただく必要があります。

（＊２）教育時間についての、毎学年の教育課程に係る教育週数は、特別な事情（台風等の非常変
災、伝染病の流行など）の場合を除き、３９週を下回ってはいけません。１日の教育課程に
係る教育時間は、４時間を標準時間とします。

Ⅱ 利用等の手続き
（ア）利用手続き

認定こども園の利用は、１号認定子どもは各施設で、２号認定子ども及び３号認定
子どもは保育こども園課で随時受け付けています。しかし、４月の年度当初には利用
希望者や子どもの異動が多く、選考に時間がかかるため、秋頃から募集・選考を行い
ます。次におおよそのスケジュールを示しますので、参考にしてください。
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①４月１日利用開始（一斉入所）
９月～１０月 （１号） 入園説明会及び入園受け付け、入園内定
１０月～１１月（２・３号）保育こども園課及び施設で申込書の配布

保育こども園課にて受付
１２月～ ２月（２・３号）選考（＊）
２月中旬 （２・３号）保護者に調整結果、認定証の送付及び施設への連絡
３月下旬 （１号） 各施設を通して認定証の送付

（＊）２・３号における選考の流れ
ⅰ 保護者が保育こども園課に利用申込書類を提出する。
ⅱ 保育こども園課担当者が面接（聴きとり）を行い、世帯状況・子どもの様子を確認する。
ⅲ 保育こども園課が保護者から提出された書類をもとに、申込世帯の保育の必要状況を点
数化する。

ⅳ 点数の高い世帯から利用内定を行う。

②年度途中入所
年度途中の利用は、原則として、利用希望月の前月の１５日までに申込をしてくだ

さい。ただし、１号認定子どもはこの限りではありません。在園児童の退所等で年度
途中の受け入れが可能な場合は、保育こども園課と連携し、積極的な受け入れにご協
力ください。

（イ）利用規約
教育・保育給付認定を受け、利用内定した保護者と各施設は、施設利用について契

約を結びます。各施設はあらかじめ、運営規程の概要等、施設の選択に資すると認め
られる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、利用の開始について保護者の同
意を得てください。なお、２・３号については、保育こども園課で利用決定を行って
おり、各施設には応諾義務がありますので、ご協力ください。 37



（ウ）入園後の手続き
保護者が必要に応じて行う以下の手続きについては、各施設で申請書等の配布をお願いし

ます。保育こども園課まで手続きのために何度も来ていただくことは負担となる場合もあり
ますので、ご協力いただきますようお願いします。

①現況届を提出する場合
翌年度以降も当該施設を利用する場合については、年１回の現況届により保育の必要性の

継続を確認します。
保育の必要性の確認できる書類等を添付して１０月頃に提出してください。

④教育・保育給付認定内容の変更、利用終了の場合
教育・保育給付認定内容に変更があった場合は、保護者から「施設型給付費等教育・保育

給付認定変更申請書」又は「変更届出書」及び各種必要書類を提出してもらい、原本を保育
こども園課へ送付してください。利用終了する場合（退所する場合）についても、「退所届
出書」の提出が必要です。複写を保育こども園課へ送付してください。
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＊支給認定証の返還
２号認定を受けている子どもが１号認定への変更を希望する場合は「施設型給付費等教

育・保育給付認定変更申請書」を施設に提出してもらいます。１号認定を受けている子ども
が２号認定への変更を希望する場合は、変更申請でなく、新たに２号認定の申請が必要です。

②３歳到達の場合
３号子ども（０～２歳児）は、３歳に到達すると自動的に２号認定に切り替わります。和

歌山市から新しい支給認定証を送りますので、保護者に手続きいただく必要はありません。

③教育・保育給付認定の更新
求職活動中等の理由により利用期間が定まっている場合に、有効期間満了後も引き続き利

用を希望する場合には、認定の更新の手続きが必要です。更新時期は利用期間により様々で
あり、有効期間満了が近づいた保護者に対しては、保育こども園課から認定更新申請書や証
明書類の提出依頼を行います。送付があった場合には、随時配付配付・回収をお願いします。



Ⅲ 教育・保育内容

乳幼児期は、自然な生活の流れの中で直接的な体験を通じて、人格形成の基礎を培う時期
です。また生理的な諸条件や成育環境の違いにより、子どもの個人差が大きいこの時期にお
いて、子ども一人ひとりの健やかな育ちを保障するためには、子ども自らが安心して環境に
かかわり、その活動が豊かに展開されるような環境が整えられ、愛情豊かな大人のかかわり
合いが十分におこなわれることが重要です。
そのため、認定こども園においては、子どもの発達の特性と発達の課程を十分理解し、子

ども一人ひとりの発達過程に応じて、見通しを持って教育及び保育を行うことが求められて
います。また認定こども園における教育及び保育が、小学校以降の生活や学習の基盤の育成
に繋がることに配慮し、小学校教育との円滑な接続ができるよう、小学校との連携を図るよ
うにしてください。

【参考】
＊「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」（平成２９年３月）
https://www8.cao.go.jp/shoushi/kodomoen/pdf/kokujibun.pdf
＊「幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説」（平成３０年３月）
https://www8.cao.go.jp/shoushi/kodomoen/pdf/youryou_kaisetsu.pdf
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Ⅳ 学級の編制

満３歳以上の園児については、学級を編制し、学年の初めの日の前日において、同じ年齢
にある園児で編制することが原則です。１学級につき１保育室が必要となりますので、ご注
意ください。なお、満３歳未満の園児については、学級の編制は必要ありません。
１学級の園児数は３５人以下が原則です。

【学年の途中で満３歳に達した場合の取扱い】
満３歳に達した段階で、１号又は２号に該当することとなり、学級編制が必要となり

ますが、その年齢構成については、各園の園児の状況等を踏まえ、例えば以下の①～③
までの対応など、弾力的な取扱いをすることができるものとします。
①園児が満３歳に達した当該年度中は引き続き２歳児クラス等に残る。
②園児が満３歳に達した後、３歳児学級（年少）へ移る。
③園児が満３歳に達した後、３歳児学級（年少）とは別に、満３歳児学級を設ける 等。
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Ⅴ 子育て支援事業

園の保護者に対する子育て支援は、保護者が子育てを実践する力の向上を積極的に支援す
ることを主旨として、教育及び保育に対する需要に照らし実施することが必要と認められる
ものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うものとします。その際、地域
の人材や社会資源の活用を図るよう努めてください。

①地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設するとともに、子育てに関す
る相談に応じ、必要な情報の提供等を行う事業

②地域の子どもの養育に関する個別の問題について、その保護者からの相談に応じ、必要な
情報の提供等を行う事業

③保護者の疾病等により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子ど
もの保護を行う事業

④地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と、当該援助を行うこと
を希望する民間団体等との連絡及び調整を行う事業

⑤地域の子どもの養育に関する援助を行う民間団体等に対する必要な情報の提供及び助言を
行う事業
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Ⅵ 食事の提供
（ア）概要

１号 ２号 ３号

食事の提供 任意（２号と合わせるこ
とが望ましい）

原則自園調理（調理業
務委託可）

自園調理（調理業務委
託可）

保育を必要とする子どもに該当する園児に食事を提供するときは、園内で調理する
方法により食事の提供を行わなければなりません。ただし、満３歳以上の園児につい
て、食事を外部搬入する場合は園内で調理する方法をとらないことができます。この
場合においても、当該園において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理
機能を有する設備を備えなければなりません。

１．園内で調理する方法により食事を提供する場合
①食事の提供についてはあらかじめ作成された献立にしたがって行うこと。また、
その献立はできる限り変化に富み、園児の健全な発育に必要な栄養量を含有する
ものでなければなりません。

②食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに園児の身体的状況及び嗜好
を考慮したものでなければなりません。

③２・３号認定については、（原則）自園調理としていますが、その調理を業者に
委託する方法により行うことができます。

委託により調理を行うには「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月
１８日児発第８６号厚生省児童家庭局長通知）の内容に従い、当該園内において受託業者
が調理を行う場合に限るものとする。また、委託する調理業務に関する内容を明確にした
協定書（契約書等）を締結すること。
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２．満３歳以上の幼児に対して外部から搬入する方法により食事を提供する場合
①食事を施設に搬入する事業者は、園の給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養
面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有し、また、園児の年齢及び発達の段
階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、食
事の内容、回数及び時機等に適切に応じることができる事業者とすること。

②栄養士による必要な配慮を受けることができること
③園児に対する食事の提供の責任が当該園にあること
④園児の発育及び発達の過程に応じて、食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関
する計画に基づき、食事を提供するよう努めること。

⑤園は外部搬入する事業者と食事の内容やその搬入方法等に関する内容を明確にし
た協定書（契約書等）を締結すること

３．自園調理による食事提供対象人数が２０人未満の場合
自園調理の場合であっても調理室を備えないことができます。この場合においては、

当該食事の提供について当該方法により行うために必要な調理設備を備えなければな
りません。
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４．調乳対応について
０歳児の受 入れを行うためには、調乳の対応を行う必要があります。
特定の設備が必要ではありませんが、以下のような対応のできる設備又は体制を整

えたうえで、安全面・衛生面に配慮してください。
① 衛生面と安全性を確保するため、 区画等の対応を行うこと
② 哺乳瓶等について消毒及び衛生的な保管を行うこと
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（イ）その他

乳児期の食事や、食事の提供に係るガイドラインについては、以下を参照ください。
※「授乳・離乳の支援ガイド」（２０１９年改定版）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04250.html
※「日本人の食事摂取基準」（２０２０年版）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08517.html
※「保育所における食事の提供ガイドライン」（平成２４年３月）
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/shokujiguide.pdf
※「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月１８日）
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta9220&dataType=1&pageNo=1
※「幼保連携型認定こども園における食事の外部搬入等について」（平成２８年１月18 日）
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/law/kodomo3houan/pdf/h280118/gaibu_hannyu.pdf

衛生管理については、給食を円滑かつ安全に行うために、施設の整備とHACCPに沿った衛生 管理
並びに給食にかかわる職員の健康管理が必要です。
また、食品衛生管理者を選任する必要があります。
※「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成２９年６月１６日）
http://www.mhlw.go.jp/file/06Seisakujouhou 11130500 Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf

子どもの健康及び安全の確保は、体調不良、食物アレルギー、障がいのあるこどもなど、一人一
人の子どもの心身の状態等に応じ、嘱託医、かかりつけ医等の指示や協力の下に適切に対応をし
ていただく必要があります。
※「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」（２０１９年改訂版）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/hoiku/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04250.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08517.html
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/shokujiguide.pdf
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta9220&dataType=1&pageNo=1
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/law/kodomo3houan/pdf/h280118/gaibu_hannyu.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06Seisakujouhou%2011130500%20Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/hoiku/index.html


Ⅶ 健康管理

乳幼児は心身ともに未熟で抵抗力も弱く、容易に病気や感染症にかかります。そのため、
乳幼児の集団生活の場である認定こども園では、一人ひとりの子どもの健康状態を把握し、
適切な対応を行うことで、子どもの健康の保持・増進を図ります。さらに感染予防対策な
ど、集団としての健康管理も重要となります。よりよい健康管理を行うためには、施設・
家庭・嘱託医・地域の関係機関との連携が大切です。

（ア）健康診断等
園児及び職員の健康管理について、次のように行ってください。
①園児に対しては、入園時及び年２回の健康診断を行わなければなりません。また、
必要があるときは、臨時に園児の健康診断を行ってください。健康診断の結果に基
づき疾病の予防処置を行い、又は治療を指示し、並びに運動及び作業を軽減する等
適切な措置をとってください。
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特定かつ多数の者に対して継続的に１回100食以上又は１日250食以上の食事を供
給する施設（特定給食施設）、１回50食以上又は１日100食以上の食事を供給する
施設（小規模特定給食施設）に該当する場合、給食の開始（再開）の日から１か
月以内に、開始（再開）届を保健所に提出する必要があります。
また、届出事項に変更が生じたときは、変更の日から１か月以内に変更届を、給
食を廃止（休止）したときは廃止（休止）届を保健所に提出する必要があります。
なお、給食調理を、外部委託する場合についても、手続きが必要となります。詳
しくは保健所に問い合わせください。



学校保健安全法施行規則 第６条
①身長、体重及び座高 ②栄養状態 ③脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無 ④視力及び聴力 ⑤
眼の疾病及び異常の有無 ⑥耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無 ⑦歯及び口腔の疾病及び異常の有
無 ⑧結核の有無 ⑨心臓の疾病及び異常の有無 ⑩尿 ⑪寄生虫卵の有無 ⑫その他の疾病及び
異常の有無
上記のほか、胸囲及び肺活量、背筋力、握力等の機能を、検査の項目に加えることができる。

②健康診断は毎学年６月３０日までに行ってください。ただし、疾病その他やむ得
ない事由によって当該期日に健康診断を受けることができなかった者に対しては、
その事由のなくなった後すみやかに健康診断を行うものとします。

③園の養護教諭等は、園児の健康状態の日常的な観察により、園児の心身の状況を
把握し、健康上の問題があるときは、遅滞なく必要な指導・助言を行ってくださ
い。

④園の設置者は、毎年定期に、園の職員の健康診断を行わなければなりません。ま
た、必要があるときには、臨時に園の職員の健康診断を行ってください。園の設
置者はこの健康診断の結果に基づき、治療を指示し、及び勤務を軽減する等適切
な措置をとらなければなりません。

学校保健安全法施行規則 第１３条
①身長、体重及び腹囲 ②視力及び聴力 ③結核の有無 ④血圧 ⑤尿 ⑥胃の疾病及び異常の有
無 ⑦貧血検査 ⑧肝機能検査 ⑨血中脂質検査 ⑩血糖検査 ⑪心電図検査 ⑫その他の疾病及
び異常の有
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（イ）安全・衛生

①飲料水用設備は、手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えてください。

②園長は、感染症にかかっている、もしくはかかっている疑いがあり、又はかかる恐
れのある園児があるときは、その理由及び期間を明らかにして、園児の保護者に指
示し、出席を停止させることができます。

③園は当該園児及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、園児及び職員の健康診
断、環境衛生検査、園児に対する指導その他保健に関する事項について計画を策定
し、これを実施してください。

＊「学校環境衛生基準」文部科学省
https://www.mext.go.jp/content/20201211-mxt_kenshoku-100000613_02.pdf
＊「保育所における感染症対策ガイドライン」（２０１８年改訂版）厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
＊「社会福祉施設等における感染症等の発生時に係る報告について」厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf

Ⅷ 給付費・補助金について

以下の費用等について、給付や補助を行っています。

・施設型給付費
・延長保育事業
・一時預かり事業
・特別運営交付金 など
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Ⅸ その他の運営について

（ア）研修について
和歌山市では、「子育て支援」の充実と「人材育成」に重点を置き、職員自らの専門

性と倫理性を確立することができるような研修等を実施していきます。各研修会は、任
意参加としているところですが、積極的に参加してください。

（イ）事故防止と対応
教育・保育中の事故防止のため、定期的な施設内外の設備の安全点検や事故防止に向

けた職員教育の徹底等、事故防止対策を十分講じてください。
事故が発生した場合には、あらかじめ定めた方法等により、迅速かつ的確な対応を図

り、その状況、処置及び経過、並びに再発防止策について記録するとともに、医療機関
を受診する場合等、特に和歌山市への報告が必要と判断される事故は、報告を行ってく
ださい。
万一、死亡事故や治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等が

発生した場合には、所定の様式により保育こども園課へ報告してください。

（ウ）防火・防炎・防犯について
すべての認定こども園は、防火・防災管理者の選任と届出、消防計画の作成と届出、

消防用設備点検の実施と報告等を関係法令に基づき実施してください。また、非常災害
時における避難及び消火の訓練を月１回以上実施しなければなりません。
上記のほか、不審者対策等、防犯上の配慮も行ってください。

（エ）個人情報保護
個人情報の取り扱いについては、和歌山市個人情報保護条例（平成１２年和歌山市条

例第１２７号）の趣旨をふまえ、その漏えい、滅失、き損等の防止その他個人情報の保
護に必要な体制の整備及び措置を講じ、適正に管理してください。
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（オ）保護者対応について
苦情を受け付けるための窓口を設置する等、利用者やその保護者からの苦情に迅速か

つ適切に対応するための措置を講じてください。

（カ）虐待について
子どもに対する虐待を防止するため、その早期発見に努めるとともに、虐待が疑われ、

又は、認められる場合には、保育こども園課や和歌山市こども総合支援センター等の関
係機関と連携を図り、必要な対応や支援を行ってください。
また、認定こども園の職員は、子どもに対し、虐待等の子どもの心身に有害な影響を

与える行為をしてはなりません。

（キ）職員の健康管理について
認定こども園に勤務する職員については、労働安全衛生規則に定めるところにより、

雇用時、及び定期に健康診断を行ってください。
調理・調乳等に従事する職員については、毎月検便を行い、異常がないかの確認を

行ってください。

（ク）情報開示
認定こども園は、保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、開園日数、開園時間、

施設整備、子育て支援事業等に関する情報を開示する必要があります。
詳細は子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第５０条別表

第１で掲げる事項を参照してください。

（ケ）自己評価
認定こども園は、教育及び保育の質の向上を図るため、子どもの視点に立った点検又

は評価を行う体制を整えておく必要があります。
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❻ 和歌山市独自基準について
Ⅰ 人権擁護

ア 人権擁護推進員の配置の義務化
①園において、人権擁護推進員の配置を義務化する。ただし、人権擁護推進員は、他の職
務と兼務することを可能とする。

②人権擁護推進員は次に掲げる業務を行う。
○園における人権に対する正しい理解について、職員に対して適切な指導及び相談支援
を行う。

○人権擁護に関する研修を職員に対し実施する。
③人権擁護推進員は園の職員である者から、施設長が任命する。

イ 人権擁護に関する研修実施の義務化
①園において１年に１回以上、職員に対し人権擁護に関する研修を実施しなければならな
い。ただし、天災等やむ得ない理由があるときは、この限りではない。

②研修内容及び研修方法は次のとおりとする。
○研修内容
子どもの人権を尊重した処遇を行うため、「児童福祉法」「児童憲章」「児童の権利

に関する条約」等における子どもの人権等に関する理解を深め、職員の行う処遇の内容
が子どもの人権に配慮されているか、職員全体で確認を行う。

○研修方法
研修については、人権擁護推進員が具体的な事例を取り上げた職場内研修の企画、実

施や、外部講師の招聘による講習会、様々な人権研修等で学んだ知識や技術などの伝達、
外講師による講座開催など、園の実情に応じた方法を検討する。
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Ⅱ 非常災害対策

ア 災害対策推進員の配置の義務化
①園において、災害対策推進員の配置を義務化する。
②災害対策推進員は次に掲げる業務を行う。
○園内における非常災害対策を推進するため、防災に関する知識の取得に努めるととも
に、職員に対して防災対策の周知徹底を行う。

○防災計画に基づく防災訓練を計画、実施する。
○災害発生時に必要な備品や備蓄等について点検及び確保を行う。

イ 非常災害の防止に関する計画の作成の義務化
①園は、非常災害対策を推進するため、非常災害の防止に関する計画（以下「防災計画」
という。）を作成しなければならない。なお、「防災計画」の作成に当たっては、園の
置かれる環境により想定される災害（地震災害、津波災害、風水害など）が異なること
から、想定される個別の災害への対策について記述するのが望ましい。

②地域の実情に応じた実効性のある計画となるよう、関係機関と連携のうえ、「防災計
画」の作成に当たることとする。

③「防災計画」に定めなければならない事項は、以下のとおりであり、具体的な記載内容
については、園の規模等各園の実情に応じて適切に定める必要がある。
○災害の発生時における園の防災体制に関する事項を定めるにあたっては、職員の業務
分担及び指揮命令系統について定めることが適当である。

○災害の発生時における園児の避難誘導に関する事項を定めるに当たっては、避難場所
及び避難経路を示す図面等の園内掲示、災害発生時における園児に対する職員の避難
場所等の誘導方法等について定めることが適当である。
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○災害の発生時を想定した避難訓練及び防災教育の実施に関する事項を定めるに当たっ
ては、避難訓練の実施内容、実施回数、避難誘導方法や避難訓練の内容等について定
めることが適当である。

○上記に掲げるもののほか、非常災害対策を図るために必要な措置に関する事項
④既に他の法令等に基づいて防災に関する計画（以下「他法令等計画」という。）を作成
することとされている園については、「他法令等計画」と重複する記載事項がある場合
は、重複しない記載事項の部分を「他法令等計画」に追記することで「防災計画」とし
てみなすことも可能である。

⑤非常災害対策を効果的に推進するため、作成した「防災計画」に基づく防災訓練を実施
し、改善すべき点等について検討することとする。

Ⅲ 安全管理対策

ア 園において安全管理対策推進員の配置を義務化する。

イ 安全管理対策推進員は、次に掲げる業務を行う。
①処遇中の事故防止のために、子どもの心身の状態等を踏まえつつ、施設内外の安全点検
を計画的に実施する。

②施設で使用する設備等について、衛生的な管理に努めるとともに施設内において感染症
又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努める。

③安全対策のために職員の共通理解や体制づくりを図るとともに、家庭や地域の関係機関
の協力の下に安全指導を行うよう努める。

④外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など、不測の事態に備えて必要な対
応を行う。
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Ⅳ 食育の推進

ア 園において、食育推進員の配置を義務化する。

イ 食育推進員は次に掲げる業務を行う。
①規則正しい生活習慣、食育に関する情報を提供するよう努める。
②保護者への支援として、食への理解が深まり、食事を作ること、子どもと一緒に食べる
ことに喜びが持てるよう、食生活に関する相談、助言の機会を作るよう努める。

③子どもの発育及び発達の課程に応じた計画的な食事の提供や、食に関わる体験を実施す
るよう努める。
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